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研究成果の概要（和文）：本研究では災害発生後における被災者生活再建支援に係る業務に必要

な資源量を推定する仕組みを構築した．過去の被災地から収集した被災者生活再建支援に係る

業務の対応記録をもとにして，日別の業務発生量を調査し，簡易的なモデルを同定した．また，

実投入された人的資源量から対応可能量を導出し，支援資源の推定モデルへと展開し，他地域

でも適用可能となるように被害発生量の推定から資源量推定までの一連の流れを空間処理によ

って実現する仕組みを構築した． 

 
研究成果の概要（英文）：In the phase of supporting for disaster victims’ life reconstruction, 

local responders have to operate huge volume of tasks with only a few officers because they 

cannot grab the whole amount of work volume. Against this issue, we developed the 

estimation model for the volume of tasks related to supporting for disaster victims’ life 

reconstruction, and estimation model for necessary human resources for those work. 

Furthermore, we implemented this model as the simulation application using GIS. 
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１．研究開始当初の背景 

近年，我が国では災害が頻発化するだけで
なく，激化傾向にある．災害発生直後におけ
る緊急・応急対応においては応援態勢の整備
を通して，協定を締結した近隣市町村・遠隔
市町村から応援職員が派遣され，災害対応に
あたることができるよう整備が進みつつあ
る．しかし，復興局面に代表されるような被
災者の生活再建支援」においては，そのよう

な体制はいまだ不十分である．現に，多くの
自治体では，新しく発生する「被災者生活再
建支援業務」に対して長期にわたって人的資
源を割り当てることで対応を進めている．し
かし，支援を提供するために必要な人的資源
についての検討は充分になされていないの
が現状である． 

直近の災害である 2007 年新潟県中越沖地
震においても生活再建支援の業務運用にお
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いて復興支援室に業務が集中し，実務者は忙
殺された現状がある．近い将来，東海・東南
海・南海地震の発生や首都直下地震の発生が
想定されている昨今，被災自治体は膨大な被
災者を抱え，長期に渡って被災者への生活再
建支援を行なうことが必須である．事前から
対応に必要となる人的資源の推定を行ない，
他自治体との協定などを活用した資源の確
保を行なうことは，我が国にとっても急いで
取り組むべき重要課題である．  

 

 

２．研究の目的 

  

我が国では，災害の発生後，被災者の生活
再建を支援することを目的として，被災自治
体が多くの被災者と向き合いながら，様々な
支援サービスを行なう．これらの支援サービ
スは，被災者生活再建支援法で規定される支
援金の配布のみならず，仮設住宅の提供や義
援金の配分，復興基金の創設と配布，さらに
は災害復興公営住宅の提供など多岐にわた
ると共に非常に長期的に実施される． 

しかし被災者生活再建支援に係る業務は
自治体にとって新規の業務であるため，業務
をどのように運用すれば効率的で効果的で
あるかは明確ではない．そのため，担当課が
決定されて運用にあたる過程において，十分
な体制整備がなされていない．その結果，担
当課は過剰な業務量を担わざるを得ない．そ
こで本研究では，この課題を解決するべく，
被災者生活再建支援に係る業務量の推計お
よび必要となる資源量の推計を行なう仕組
みを構築する． 

一般的に「業務量」は「自治体が受け付け
た申請書の数」すなわち「該当する被災者の
数」と推察される．しかし，業務は「受付」
だけにとどまらず，その後の書類チェック，
審査，決定通知，場合によっては再審査など，
事務に係る業務量が膨大に発生している．こ
の事務量こそが，担当職員を圧迫しているの
である．そこで，過去の災害で被災した自治
体を対象として実態調査を行ない，被災者数
と事務量の関係性を明らかにする．さらに，
担当した職員の事務処理量を調査し，平準化
することで１人あたりの処理量を同定し，必
要人数の割り出しを行なう． 

これらで得られた知見をもとにして，業務
量および必要となる資源量の推計モデルを
構築する．一方で本研究では単純に数量だけ
での分析は行なわず，空間的側面からの要素
も同定し，それを取り入れたモデルとする．
これは，人口数や人口密度のような地域性の
みならず，激甚被災部と受付窓口との距離関
係やその過程の交通事情等を組み入れるこ
とで，対応すべき業務量が時系列でどのよう
に展開するかの推計精度を高めることを狙

っている． 

最終的には，推計モデルを実装するにあた
り，災害発生の事前において様々な地域で，
その地域特性や被災想定に基づいて業務
量・資源量を推計できるよう基盤を整備する．
すなわち，被害量の推計から業務量さらには
資源量を推計するという一連の流れを 1 つの
仕組みとして連携させることを目指す． 

 

 

３．研究の方法 

 

本研究は，人的資源量の推定と適切な資源
配分モデルの構築を目指し，災害対応経験の
ある自治体において業務実態の分析調査か
ら始める．実態分析においては，申請者が中
心となり開発を進めた災害対応業務分析手
法（BFD）を用いて業務の全体像と具体的な
手 順 を 解 明 す る ． そ の 後 ， Project 

Management（PM）の仕組みを用いて業務
量の把握と必要資源量の把握，及び資源投入
の期間の把握を行なう．被害状況および被災
者の再建過程，被災者の個人属性，被災者が
属する地域の特性分析を行ない，資源の把握
結果と突合することで，関係性を明らかにす
る．この際，GIS を用いて空間的な重ね合わ
せ及び空間統計処理を行なう．この成果をも
とに，人的資源推定モデルを構築する．また，
過去の対応記録から，窓口対応での時系列的
な業務の集中分布状況を分析し，各自治体の
確保可能な人的資源量を考慮して，被害想定
結果と空間的に統合することで，日単位での
地域別に必要な人的資源量を推定する．これ
をモデル化し，各自治体の被害想定の仕組み
との連携を考慮し，GIS 上で推定システムの
設計と開発を行ない，研究の成果としてまと
める．具体的には以下の７項目を実施する． 

 

① 被災自治体へのヒアリング調査による生
活再建支援業務の分析 

本研究では，2007 年石川県能登半島地震
災害の被災地である輪島市，2007 年新潟県
中越沖地震災害の被災地である柏崎市を対
象として，実務者レベルでのヒアリング調査
を実施する．なかでも，両自治体において「復
興支援室」を立ち上げており，これらへのヒ
アリング調査と業務運用実態の可視化を行
なう．さらに関係課に対しても同様に実施し，
多岐にわたる業務の全体像の把握を行なう．
また，業務内容を複数自治体で把握すること
で，比較検討を行ない，共通の業務内容と自
治体固有である個別業務内容を整理する． 

業 務の フロ ー分析 にお いては BFD

（Business Flow Diagram）を用いる．BFD

は，研究代表者らの共同研究の中で開発され
た情報処理過程の視点に立った業務分析手
法である（竹内ら 2007）．BFD では「やる



べきこと」を分析する仕組みである M7 と「手
順と方法」を分析する DFD を組み合わせて
いる．これまでのヒアリング結果を BFD で
分析することで，業務内容の具体化と情報処
理過程ならびに処理される情報内容の抽出
を行なう．この成果からフロントヤードで実
施すべき業務内容およびバックヤードで発
生する業務内容を的確に把握する． 

 

② Project Management に基づく生活再建
支援業務量の把握と業務集中度の分析 

①において BFD で分析された業務は詳細
な手順（作業）も洗い出されている．洗い出
された作業単位で Project Management

（PM）の仕組みに基づいた業務量の把握を
行なう．具体的には，PM の中で示されるガ
ントチャートを用いて，実際に発生した業務
量（処理件数）とそれに投入された人的資源
量を時系列で整理を行なう．また，実務に携
わることなく，それらを支えた組織体制につ
いても組織図の可視化を行ない，その人的資
源量の把握を行なう．BFD と連携して PM の
仕組みを用いることで，業務量の把握は可能
となっている．これらの時系列で分析された
成果をもとに，国内の 2 事例に対して，発災
後からの経過日数における実際の対応件数
を日単位の集中度として分析し，互いに重ね
合わせて，業務集中度分布モデル案の構築を
行なう． 

③ 実務者の専門性および技術と資源量の関
係分析 

①～②では必要とされた人的資源量が把
握されている．これらの資源を対応した実務
者の専門性および技術で整理を行ない，詳細
な資源種別と資源量の関係性を分析する．特
に，ヒアリング調査を継続的に実施すること
で，専門性や技術が活かされる業務であった
か，あるいは頭数が必要となるような業務で
あったかを明確化する．この分析により，よ
り詳細な人的資源の実態把握が可能となる． 

 

④ GIS を用いた被災者個人属性および属す
る地域の特性分析と必要資源量の関係分析 

輪島市および柏崎市においては，被災者台
帳の構築により被災者に関する個人属性の
把握がなされている．対応記録と属性の比較
検討を行なうことで，各被災者の年齢や世帯
構成などの個人属性に基づく業務量への影
響度を分析する．また，各被災者を空間上に
可視化し，それらを含む地域を同定し，各地
域の被害状況や建物の建築状況等を整理す
る．これらの分析により，生活再建過程が長
期にわたる世帯の同定と，該当世帯を取り巻
く環境との関係性が明らかとなる． 

これらに空間統計処理を行ない，③の成果
を統合することで，被災者の状況と環境の状
況を空間的に組み合わせ，必要な資源種別と

資源量を明らかにする．環境の状況において
は，再建状況も考慮し，時系列要素を含めた
空間解析を行なう． 

 

⑤ 人的資源推定および配分支援システムの
設計と開発 

次に自治体における確保可能な人的資源
を把握する．また，各自治体の被害想定をシ
ミュレートし，支援の対象となり得る被災者
を推定する．これに対して①～④の成果を統
合して，時系列的に必要な資源種別と資源量
を算出する．確保可能な人的資源種別・資源
量と突合し，想定被災地域を細分化し，対応
可能な地区割りを行なう．人的資源の応援も
考慮し，地区に対する優先順位を付け，確保
可能な人的資源に見合う資源配分モデルを
検討する．いくつものパターンを分析するこ
とで，資源配分モデルの構築を行なう． 

資源配分モデルの構築の後，GIS を基盤と
したシステムの設計・開発を行なう．これら
を運用しうる基盤を構築し，実装検証する． 

 
４．研究成果 
初年度では新潟県中越沖地震後に柏崎市

において実施された被災者生活再建支援業
務のうち 14 業務（応急危険度判定，建物被
害認定調査(外観調査)，再調査(内観調査)，
被害認定調査データベース構築，り災証明発
給，生活再建相談窓口対応，被災者認定の見
直し，県制度支援金の支給，国制度支援金の
支給，義援金の支給，応急住宅修理制度の適
用，仮設住宅入退居支援，仮設住宅入居者へ
の住まいの再建支援，復興公営住宅への入居
支援）を対象として，被災者台帳に記録され
た情報から業務量を分析した．本研究では，
発災日である 2007 年 7 月 16 日から 2009 年
11 月 30 日までの 869 日間を対象として，各
業務において日単位で発生した業務量を調
査し，分析した． 
業務量の単位は業務ごとに異なるが，概し

て行政より提供される支援サービスの対象
となる単位（世帯や建物，個人等）を採用し
た．この分析により，日単位で発生する業務
量の全体像を把握するとともに，業務ごとに
発生するピーク値およびピーク発生日を同
定することができた．また，総業務量，実施
総日数，業務開始日，業務終了日，平均業務
量も明らかにした．これらの結果は，業務量
を推定する上での基礎情報として活用する
ことが可能である．一方で，業務発生期間を
短期（1ヶ月未満）／長期（1ヶ月以上），ピ
ークの発生回数を単数回／複数回という軸
で分類し，14 業務のそれぞれの業務の振る舞
い方を整理した．その結果として，長期にわ
たる業務に対しては体制整備の必要性を追
求するとともに，終了時期を判断する必要性
を指摘した．ピークが複数回発生する業務で



は，支援期間中において方針変更が影響を与
えており，方針変更に伴って発生する業務量
を把握した上での判断が求められることを
指摘した．（表 1） 
また，被災者生活再建支援相談対応は，１

件処理にもっとも時間を要し，さらに全被災
者にたいして実施すべき業務である．本業務
を対象として，BFD 手法を用いて業務構造を
解明し，それぞれの仕事を実施する主体や必
要資源の導出をおこなった． 
 

表 1 実施期間／ピークに基づく業務分類 
 
 

H23 年度では、被災者生活再建支援に関わ
る業務量の分析結果から、業務運用に必要と
なる実務者の専門性・技術および資源量の関
係分析をおこなうこととしていた。しかし、
同年に東日本大震災が発生したことにより、
H22 年度までの研究成果の精緻化をはかり、
より社会に還元するために、東日本大震災に
おける被災地の実態分析を重ねることとし
た。この分析では、発災から約１年間の間に
おいて、被災者生活再建支援を進める上で、
どのように空間情報を活用し状況認識を統
一したか、また、どのような業務量が発生し
市町村間で差がでているかを分析の対象と
した。 
発災から、まだ間もない被災地であるため、

被災者生活再建支援の初期活動からの情報
収集を可能とするために、被災者台帳システ
ムの導入を試みた。本システムは、2007 年の
中越沖地震の発生後に被災地である柏崎市
に導入することで、生活再建支援の過程の記
録化を実現した。同様の仕組みを、東日本大
震災でも導入することにより、各市町村で進
められる被災者生活再建支援の過程の記録
化を始めた。この記録を用いた分析により、
業務量は対象市町村のみの被害程度だけで
規定されず、近隣市町村の被害程度も考慮す
る必要があることが明らかとなった。 
一方、GIS を用いた分析をおこなうにあた

り、被災自治体に関する各種の基礎情報を地
理空間情報に変換した。また、被災者生活再

建支援過程の空間情報化にむけて、各被災者
の被災時住所情報を元にしてジオコーディ
ングをおこなった。しかし、我が国の住所体
系は十分な整備がなされていないために、ジ
オコーディングは自動化が難しいのが現状
であった。２つの市町を対象として、自動化
が困難な理由をパターン化し、他地域へ適用
できる仕組みへと展開する基礎分析をおこ
なった。この分析により 15 種類のパターン
が導出された。このジオコーディングの精度
向上により、被災地で収集される様々な情報
を空間情報へと変換が可能となり、さらに投
入資源量との比較分析を通した関係性の解
明に向けた基礎技術の確立と、基礎情報の整
備が実現された。 
最終年度では，東日本大震災の発生から１

年が経過し，被災地では復旧・復興フェーズ
へと移行した．一方で初年度において実施し
た 2007 年新潟県中越沖地震の柏崎市におけ
る生活再建支援に関わる各種支援業務の業
務量調査・分析は，発災日の 2007 年 7 月 16
日から約 2年半であった．最終年度であった
H24 年度は，東日本大震災を対象として比較
検証するのに好機であり同様の分析を進め
た．しかし，この事例は，広域災害であるこ
とと社会的影響度が大きいために，制度の要
件が変更されるケースが見られた．そのため，
これを次なる災害に適用する際には，地方で
頻発化している局所災害で用いることは適
切でないことも推察された． 
また，各種の業務分析結果をモデル化する

にあたり，三角分布の形状を捉え，「始点」「終
点」「ピーク期」「ピーク値」を代表的に把握
することとした．簡易化したモデルを活用す
ることで，俯瞰的に一定の精度を保てるとと
もに，各種の電算化された仕組みで活用する
ことが容易となった．一方で，中越沖地震の
事例を捉えても，ピークが複数回出現するケ
ースも存在し，三角分布の複数組み合わせに
よってモデル化する必要があった．このよう
に，業務の質に影響を受けるものの，三角分
布関数を効率的に活用することは可能であ
った．これが発生した要因もおさえており，
支援業務運用中における制度の要件変更に
伴い，新たな対象者が大量に発生したことが
要因であった． 
本研究で導出した三角分布では，ピーク値

および始点・終点間の幅を決定する要素は，
被災地における被災世帯数・被害程度率と相
関関係にあることが明らかとなった．一方，
東日本大震災では，申請期間の延期も影響し，
終点までの期間幅が長期にわたり，最終点を
完全に把握は出来ていないのが現状である．
しかし，大規模災害になれば終点が制度の変
更により延長されることは重要な点である． 
上記で得られた各種業務に対するモデル

をもとに，当該地域における外力の程度を設

ピーク回数

継続期間

・ 応急危険度判定
・ 建物被害認定調査
　　（外観調査）
・ 建物被害認定調査
　　データベース構築
・ 復興公営住宅への入居支援

終了
期限が
ある

・ 応急住宅修理制度の適用
・ 仮設住宅入退居支援
・ 仮設住宅入居者への住まい
　　の再建支援

・ 県制度支援金の支給
・ 国制度支援金の支給
・ 義援金の支給

終了
期限が
ない

・ 再調査（内観調査）
・ り災証明発給
・ 生活再建相談窓口対応

・ 被災者認定の見直し

単数回
複数回

（対象範囲が見直された）

長期
（1ヶ月
以上）

短期
（1ヶ月未満）



定すれば人口・建物を当該地域の脆弱性とし
て捉え，被害量を算出することが可能となる．
これには人口統計データおよび住宅地図等
の建物データを基礎とした．とくに，建物被
害量の算出においては，建物被害関数から推
定することとした．この建物被害関数は，建
物の構造種別に依存する．そのため，土地・
家屋統計調査データにおける構造種別割合
を参照することで，建物被害関数の入力デー
タとした．この仕組みは，業務量を推定する
仕組みの基礎である． 
本研究期間内に全ての行程の自動化は完

了していないが，その基礎データと基盤の整
備およびモデルフローの疑似運用実施を進
めた．とくに，新潟県が 2012 年に見直した
津波浸水想定や簡易的な地震動推定システ
ム等の結果をもとに，これらの一連の流れを
適用し，GIS を活用し，空間的な移送関係に
基づいて一次的な業務量の分布推定を実施
した．この過程はアプリケーションモデルと
して整備するとともに，得られた成果は GIS
サーバーからマップサービスとして配信す
ることで，ウェブ上で他のシステムやアプリ
ケーションから参照可能とした．これにより，
各システムとの連携可能性を高めた． 
本研究を通して構築した仕組みは，既往研

究として他には例を見ない．なぜならば，自
治体の日別の業務量を定量的に，かつ現実に
即して抽出し，分析しているからである．海
外においても，生活再建支援過程は長期にわ
たり，そのすべての記録をもとに振り返り，
実態を分析することはなされていない．本研
究では，実態にもとづき，さらにモデル化す
ることで他地域・他災害への適用可能性を高
めた点も新しい． 
我が国では，近い将来「南海トラフ巨大地

震」の発生が想定されている．その発生まで
にも，様々な局所災害が頻発化する可能性は
高い．本研究の枠組みにもとづき，様々な災
害に対して同様の分析を行ない，モデルの精
緻化をはかるとともに，災害種別ごとの差異
分析，都市部という脆弱性の高い地域におけ
る特徴量の抽出等を進め，本研究を充実させ
ることを予定している．これにより，次なる
大規模災害に向けて，社会の防災力向上に寄
与できると考えている． 
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